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審龠請求人

求人は、
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審査請求人

書

処　分　庁
米沢市福祉事務所長

審査請求人が平成１９年３月１５日付けで提起した生活保護法第２４条の規定
による保護申請却下処分に係る審査請求について、次のとおり裁決する。

主　　　　　　’文

処分庁が平成１９年１月１６日付け社福第
た保護申請却下処分を取り消す。

号で審査請求人に対してし

（以下「請求人」という。）は、生活保護法（以下「法」

に よ る 身 体 障 害 者 手 帳　 級 の 保 有 者 で あ り 、 身 体 の 状 況
－

という。）第7 条に基づく平成１８年１２月１８日付けの生活保護申請に対し、
米沢市福祉事務所長（以下「処分庁」という。）が平成１９年11 月１６日付け
で行っ’た保護申請却下処分（以下「本件処分」という。）について不服を申立
てているものである。

２　審査請求の理由
本件審査請求の理由として、処分庁は、請求人の所有する自動車が「社会通

念上処分させることを適当としない」資産には該当しないと判断し、その処分
指導に従わなかったため、保護の要件を欠くものとして申請を却下したが、請

や地域の交通事情等を勘案すると、自動車は通院や仕事等に不可欠なものであ
るため、処分庁が自動車の処分指導に従わなかったことを理由として保護申請
を却下したことは不当であると主張しているものである。　　･ ヽ
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第２　認定事実及び半廝
１　認定事実　　 ｀　　I･　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
（1 ）平成１８年１２月１４日、請求人は、収入の減少を理由として、生活保護

受給の相談のために処分庁に来所したこと。処分庁では請求人が自動車を所
有していることを確認し、保有要件に該当しないと判断したため処分するよ
う説明したこと。請求人は不満を示したが、当日は帰宅したこと。

（２）平成１８年１２月１８日、請求人は、再度処分庁を訪れ、保護申請の意思
、　 があることを表明し、申請書を提出したこと。

処分庁は、これを受理したこと。
申請書受理後、処分庁は、請求人に対し所有する自動車の処分指導を行っ

たこと。 、　　　　　　　　　　　　　¶　　　　　　・（３）処分庁では、保護申請を受け、法第２９条に基づき、請求人の預貯金、生
命保険等の資産について調査を行ったところ、預貯金
金 円を確認したこと。

円と手持現

（４）請求人は、平成Ｊ Ｊ に初年度登録された自動車を所有しており、仕事
先への移動や機材の運搬等の業務、病院への通院、買物等の日常生活に使用
していたこと。

（５）請求人は、「
る　　 … …

による自己の身辺の日常生活活動が著しく制限され
級｣ の身体障害者手帳を所持しており、１週間に３回、

iに通院して　　 人ヽ工透析治療を受けていること。医療費につ

に居住しており、通院している ま

-
-
を請け負うも

いては、重度心身障害者医療の適用により自己負担額はないこと。
また、障害基礎年金を受給しており、その額は１か月あたり

円であったこと。
（６）請 求 人 は 、

ら自営で

では　キロメートル程度の距離であること。
(７) 処分庁では、請求人の扶養義務者に対し、扶養照会は行っていなかったこ
と。

(８) 請求人は、　　　　 等に勤務し、十　に関わる仕事をしていたが、人工透-　 一
析治療の関係で、比較的時間が自由になるという理由によ'り、平成　　年か

を営んでいること。業務の形態は、

のであること。
収入については、季節による変動が大きく、特に冬季間は収入が減少し、

平成１８年１２月は３日間の就労で　　　　　　円の収入であり、保護申請一
時点では１月以降の就労見込はない状況であったこと。
なお、市民税・県民税所得額・課税額証明書によると、請求人の平成

年における営業等所得は ,円であっ たこ と。
(９)処分庁では、請求人の所有ずる自動車について、使用状況を確認したうえ、
ア　仕事の稼働日数が少ないことや他の交通機関で機材運搬が可能
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イ　通院にういては、請求人の住居環境から自動車による以外に通院等を行
うことがきわ妙て困難とは認められない　　　　　　 ‥

という理由から、保有を否認し、保護申請時に続き、平成１８年１２月２５
日に請求人宅を訪問した際、及び同年１２月２８日に請求人が処分庁に来所
Lﾑた際に売却・処分を指導したこと○
その際、処分庁は、稼働収入を得るに当ってバス、タクシー等を利用した

場合は実費控除できること、通院のための移送費についてはバス、タクシー
、等利用が可能であることを説明したこと。

（10）平成１８年１２月２５日及び同年１２月２８日、請求人は、処分庁からの
自動車の売却・処分指導に対し、
ア　　　地域の公共交通機関の状況や商店街の状況からいって、自動車は
日常生活上必需品であり、生活保護受給者であっても自動車保有を認め
るべき

イ　病状から、冬季間にバスを待つのは生命の危険すらある
ウ　仕事上、 運`搬に使用している自動車が必要

等の理由で、処分指導は承諾できない旨を主張したこと。
(11) 平成１９年１月１２日、処分庁は、社会福祉課長、課長補佐、査察指導員
及び地区担当員等で構成するケース検討会議を開催したこと。
ケース検討会議においては、請求人の収入充当額が最低生活費を下回るこ
とを確認し、また、身体的状況や職業を勘案しながらも、自動車がなくとか
自立に向けた就業が可能であるとして、自動車の処分に引続き理解を求めi
理解を得ちれない場合は、申請却下もやむを得ないとの結論となったこと。

(12) ケース検討会議の結果を踏まえて、平成１９年１月１２日処分庁は請求人
に対し電話で、自動車がなくとも保護を受けながら自立に向けた就業が可能
であることを説明し、自動車の処分について請求人の意思を確認したが、請
求人は自動車を処分するこ とはできない旨、意思表示したこと。

（13）平成１９年１月1.6 日、処分庁は、請求人が自動車を処分する指導に従う
意思がないことから、昭和３８年４月１日付け社発第２４６号厚生省社会局
長通知「生活保護法による保護の実施要領について」（以下二「局長通知」と
いう。）第9-1-  (2) により保護の要件を欠くものに該当するとして、
請求人に対して本件処分を行ったこと。

(14) 平成｀19年３月１５日、請求人は、本件審査請求を提起したこと。

２　判　断
（１）法第４条第１項によれば、「保護は、生活に困窮する者が、その利用し得

る資産、能力その他あらゆるものを、その最低限度の生活の維持のために活
用することを要件として行われる。Jものとされている・
そして、保護申請があった場合においては、局長通知第９－１－（２）で
「要保護者が自らの資産能力その他扶養、他法等利用しうる資源の活用を怠



り又は忌避していると認められる場合は、適切な助言指導を行うものとし、
要保護者がこれた徒わないときは、保護の要件を欠くものして、申請を却下
することＯ」としている。

（２）資産としての自動車については、生活保護の制度上、その価格自体が高額
であることや維持費の負担が大きいこ と、事故が起きた場合の賠償責任の問
題等から、原則として保有は認められていないものの、一定の要件に該当す
れば例外として保有が認められるとされている。
請求人は、 の運搬、委託元や　　; への移動等に の事業

を運

で使用しており、事業用品としての資産であるというこ とができる。
事業用品としての自動車については、局長通知第３－３において、以下の

いずれにも該当すれば保有を認めることとしている。
ア　処分価値が利用価値に比して著しく大きいと認められないもの
イ　営業種目、地理的条件等から判断して、保有が当該地域の低所得世帯
との均衡を失することにならないと認められる程度のもの

ウ　現に最低生活維持のために利用しているもの
アについて、請求人の所有する自動車は、初年度登録後１０年以上経過し

ており、処分価値が利用価値に比して著しく大きいと認められないこと。
イについて、一二 いう営業種目を考えると、多くの

搬 す る必 要 が あ る こ とや こ へ の 移 動 も 広 域 に わ た る な ど、保 有 が 地域 の

低 所 得 世 帯 と の均 衡 を 失 す る こ と に な ら ない と認 め ら れ るこ と。

ウ につ い て 、稼 働 日数 が少 ない 状 態 で はあ る も の の 、人 工透 析治 療 を 受 け

な が らの 就 労 で あ り、さ ら に 請 求 人 の 平 成　　 年 の 営 業 等 所 得 が約　　 万 円
一　　　 一

と な っ て い る 。こ の こ と か ら、保 護 申 請 時 点 ま で にお い て 、自動 車を 使 用 し 、

事業 を 続 け る こ とで 、障 がい 者 で あ る 請 求人 の 最 低 生活 が 維 持 され て き た 事

実 が認 め ら れ 、ま た 、今 後 も 同様 に 最低 生活 維 持 の た め の 利 用 が見 込 ま れ る

こ と。

以 上 の こ と か ら判 断 し て 、 局 長 通 知 第 ３ － ３のい ず れ の 要 件 に も該 当 し、

事 業 用 品 とし て の 自動 車 の保 有 が認 め られ る べ き も の で あ る。

し かし な が ら、処 分 庁 は、請 求 人 の所 有 す る 自動 車 を 事業 用 品 と し て保 有

が容 認 され る 要 件 に 該 当す る か ど うか を 検討 す る こ と な く 、通 院等 に使 用 す

る 生 活 用 品 と し て の み検 討 を 行い 、自動 車 の 保 有 が認 め ら れ ない と した こ と

は適 切 な 判 断 とは い え な い 。　　　　　　　　 ・　　　　　　　　　　　　Ｊ　　　　　　・
な お 、 請 求 人 は 、　 。地 域 に お い て 広く 日常 的 に 自 動 車 の使 用 を認 める

ｰ
べ き であ る と主 張 し て い る が 、 事 業 用 品 と し て 保 有 を容 認 さ れ た 自 動 車 で

あ っ て も、 日常 生 活 に お け る 単 な る利 便 の た め な ど無 制 限 に使 用 が認 めら

れ る も の で は な く 、 生 活 保 護 制 度 の趣 旨 に 沿 っ た 使 用 が 求 め ら れ る こ とは

い うま で も ない 。　 し　　　　　　 、

（３ ）処 分 庁 が保 護 申請 受 理 後 に 行 っ た 資 産 調 査 の 結 果 、請 求 人 に預 貯 金等 の資

産 は ほ と ん ど 無 く 、保 護 申 請 時 点 に おい て 収入 充 当 額 が 最 低 生 活 費 を 下 回 る



状況にあ゙り、処分庁も判定しているとおり、請求人は要保護状態にあった。
（４）上記の乙!lから、請求人か所有する自動車を保有が認められない資産と判

断し、当該自動車の売却・処分指導に従わないことを理由に、要保護状態に
ある請求人に対し局長通知第９－１－（２）を適用して、保護申請を却下し
た本件処分は適切なものとはい攴ない。

３　結 論
以上のとおり、本件審査請求は理由があると認め、行政不服審査法第４０
条第３項の規定を適用し、主文のとおり裁決する。

平成１９年　５月　２日

審査庁’山形県知事　齋　藤


